平成２２年度の事業計画について　

Ⅰ　基本方針

　　財団法人しまね国際センターは、地域の国際化を進める中核的な機関として1989年(平成元年)に設立されて以来、多面的な国際交流、国際協力事業を実施するとともに、市町村・民間団体等の国際交流活動に対する支援と連携を強化しつつ、より幅広い地域や県民のニーズに応えられる組織としてその体制の充実に努めてきた。
　　近年、あらゆる分野における情報化・国際化の進展に伴い、市町村や民間団体等でも多様性のある国際化事業や国際交流活動が行われるようになってきた。県内の外国人住民の数は、ここ数年約6,000人近くで推移し、様々な場面で生活に必要な情報の提供と対応が求められている。
こうした状況を踏まえ、平成18年9月「あり方検討委員会」を設置し、その報告を基に、

　　その目標を　　「しまねから世界とつながる人づくり」

　　　　　　　　　「外国人も安心して暮らせるしまねづくり」　とし、

事業方針を　　「多文化共生の社会づくりに向けた環境整備」

「県民主体の交流・協力活動の推進と支援」

「財団の活動状況等の周知(徹底)」　　　　 

の3つに定め、平成19年度から21年度まで計画的に事業を実施して
きた。

22年度は、3年間の成果を検証しながら、多文化共生の地域づくりを主軸とする事業を更に広域的・効率的に実施する。そして、地域社会に根ざした事業とすべく専心努力し、積極的な広報活動の展開により県民の理解と協力を得ながら、多様な活動に協働して取組んでいく。
しかし、財団の置かれた厳しい状況から、西部支所の体制を見直すこととし、西部地域の事業の実施にあたっては本所機能で補完しながら、市町村、関係機関・団体との連携・協力をより一層強化していく。

　　今年度の重点事業は、次のとおりである。

Ⅱ　重点事業

１　情報収集・提供事業の充実
　　　受け手を意識した情報提供を実施できるよう、情報収集と並行して各種メディアを活用した効果的な情報発信の仕組みを整える。
　　　特に、外国人住民への情報提供については、ニーズを把握して提供内容に反映させる。
２　国際交流・協力事業の充実

　　　市町村、国際交流関係団体等との役割分担と連携を図りながら事業を推進することとし、助成事業については、その活動がより県内の広域的な交流や県民活動につながる事業を優先して支援する。

　　　

３　多文化共生事業の拡充・強化

　　　地域社会に対する意識啓発を推進し、地域住民や各種団体、とりわけ市町村との連携・協力を進め、波及効果の高いモデル的な事業を実施する。

　　　特に、外国人住民が直面する課題の解決に向け、引き続き多言語によるコミュニケーション支援やボランティア活動の推進など、直接的･間接的に「多文化共生」の社会づくりに取組む。

　　　災害時の支援のあり方については、県・市町村だけでなく、地域住民、ボランティア等が一体となって協力し合えるような取り組みに繋げていく。
４　財団のあり方について

　　　財団の役割を明確にし、新公益財団法人の認定に向けた諸課題の検討を開始する。
財団経営については事業の選択と集中、他団体との協働を進め、事業の効率化と経費の負担軽減を図る。

多様化・複雑化する社会環境の中で、今後財団が担うべき役割と事業について掘り下げるとともに、そのような社会環境の変化に対応できる職員の養成と意識改革を進める。

Ⅲ．事業の概要

１　情報収集提供事業

（１）情報収集提供事業　　　　　　　　　　　予算額　２，６９５千円

情報収集と並行して各種メディアを活用した効果的な情報発信の仕組みを整える。特に、外国人住民支援を視野においた情報の収集と発信に努める。
ア　多言語・多文化リソースコーナー　

　　　　　多言語・多文化に特化した雑誌や図書の整備をすすめ、利用者拡大を図る
　　　　　リソースコーナーの存在をPRし、利用促進を目指す。
　　　　　インターネットの無料使用サービスは継続する。
イ　図書・地図・国旗・民族衣装等の貸出

外国国旗等の保有状況

	　保有数（国連旗等含む。平成22年1月末現在）

＜本　　所＞　国旗90カ国　195枚、卓上旗93カ国　163枚

民族衣装　12カ国　27着

＜西部支所＞　国旗21カ国　 26枚、卓上旗16カ国　 25枚


　　ウ　「SIC応援団ニュース」の発行　(賛助会員向け　隔月)　　
　　　　　新しい取り組みや事業の成果を報告する。

　対象者　賛助会員　128　（個人96　団体32　　平成22年1月末）

エ　機関誌「まいるすとんず」の発行　（年2回　2,000部）　　

　配付先　賛助会員、ボランティア登録者、県内外国際交流団体、市町村、県内公共施設、高等学校・大学、在外県人会等
　　オ　メールマガジンの配信
　　（ア）PC向け日本語メールマガジンの配信　（月2回）

登録者数　284人（平成22年1月末）　
　　（イ）携帯電話向け多言語メールマガジンの配信　（週１回程度）　　　　　

NHK松江放送局が提供する非常災害ニュースの配信
（大規模災害時の対応）

登録者数　1,000人（平成22年1月末）
登録言語　英語87　中国語54　タガログ語51　ポルトガル語808

カ　HPによる情報発信
　日本語での新着情報掲載に努め、多言語サイトの充実も図る。
キ　広報戦略の強化 

　　　既存の広報媒体のほか、地域のイベントへ積極的に出展するなど

　　情報発信に努める。事業を紹介する展示物等の広報手法を整備する。
２　国際交流・協力事業
（１）　世界とつながる島根づくり助成事業　　　　予算額　６，０３０千円

　　　県民の国際理解や友好親善を促進する事業のほか、地域の多文化共生に
　　寄与する事業に助成する。特に、外国人住民に対する支援、外国人住民の
　　社会参画に関する事業には配慮する。
　　　平成21年10月、要綱及び様式の全面改定をおこなった。

　　　　助成団体　　30団体程度（21年度22団体）
申請受付　　年１回 （ 5月末締め切り）
（２）　留学生等支援事業　　　　　　　　　　　　予算額　２，８２７千円

　　　留学生が経済的・精神的に安定した生活の中で勉学ができるよう支援す
　　る。

ア　くにびき奨学金交付事業　

　　　　　対　象　県内の大学(院)に在籍する私費留学生

（他の奨学金を受けていないこと）
　　　　　奨学金　月額2万円　（1年間交付）

　　　　　人　員　10人程度（前年度の寄附金額により支給者数を決定）

　　　
　　イ　外国人留学生短期宿舎提供事業
　　　　　来県直後にアパート等宿舎が確保されていない留学生に、しまね
　　　　国際研修館を宿舎として短期間提供する。
（３）　市町村・国際交流団体等連携会議開催事業　　　予算額　１６８千円

　　　　国際化推進・多文化共生活動を行う団体等と市町村が一堂に会し、意見
　　　交換する場を設け、協働事業の促進を図る。(県との共催事業)

　　　時　期　未定 

　　　　開催地　未定

（４）　功労者顕彰事業　　　　　　　　　　　　　　　予算額　１６４千円

　　　島根県の国際化に尽力し、また当センター事業に多大な貢献をするなど、その功績が特に顕著な個人･団体を顕彰する。

　　　　時　期　未定（市町村・国際交流団体連携会議に合わせて開催予定）
（５）　海外県人会支援事業　　　　　　　　　　　　予算額１，００４千円

　　　南米の4県人会が行う会員の研修・指導・援助活動等に、必要な経費の一部を助成するとともに各種情報の提供を行い、県人会活動を支援する。

	南米県人会への助成額：

　　　ブラジル　　　60万円（  341世帯　約1,360名　）

　　　アルゼンチン　10万円（　 29世帯　　　103名　）

　　　パラグアイ　　10万円（　  9世帯　　　 18名　）

　　　　ペルー　　　　10万円（　  7世帯　  　 44名　）


（６）　島根県海外移住家族会支援事業　　　　　　　　予算額　１２５千円

　　　県と連携を図り、島根県海外移住家族会事業を支援する。

　　　　　家族会　正 会 員　86人　

特別会員　5市5町、2団体、1個人
（７）　海外技術研修員受入事業《受託事業・県》　予算額　３，１４０千円
　　アジア・南米等の姉妹提携国等から中堅技術者を受け入れ、それらの国が
　必要とする技術の習得及び人材育成に寄与する。

　　　期　間　平成22年6月上旬～平成22年12月中旬

　　　人　数　1名
(８)　県費留学生受入事業《受託事業・県》　　　　予算額　３，４３０千円

　　島根県出身海外移住者の子弟の県内大学または研修機関への留学を受け入れ、同国の発展に資すると共に、同国との国際交流に寄与する。

　　　期　間　平成22年4月～平成23年3月

　　　人　数　1名（南米）
(９)　プログラムコーディネート事業《受託事業・県》　予算額　６２０千円
　　韓国、中国、ロシア沿海地方との友好交流及び外国青年招致事業に係る
　プログラムコーディネート業務、カウンセリング業務を行う。

３　多文化共生事業
（１）　コミュニケーション支援事業　　　　　　　予算額　４，０９２千円

　　　多言語による情報提供や各種ボランティアの派遣や相談窓口の設置など、
　　外国人住民の抱える課題解決を支援し、国籍や文化の異なる住民が共に安
　　心して暮らせる多文化共生の地域社会づくりを推進する。
ア　コミュニティ通訳ボランティアの派遣及び充実
　　　外国人や関係諸機関の要請により、派遣及びハンズフリーホン（3者
　　通話）を活用し、日常生活の様々な場面におけるコミュニケーションが
　　円滑に図れるよう支援する。また、新規にボランティアを養成する。
　　　事業の周知と利用の促進を図ると共に、制度としての確立を目指す。

　　　　派遣件数　　41件　　（平成22年1月末）
　　（ア）コミュニティ通訳ボランティアの派遣

　　　　a.同行通訳

　　　　　個別の依頼に応じた派遣

　　　　　　外国人住民及び行政窓口、各種相談窓口、病院、学校等
　　　　b.勉強会の開催
センター主催事業における通訳等、通訳する場の確保に合わせ、
スキルアップ及び通訳者相互の交流の場とする。

　　　　　　　

　　（イ）コミュニティ通訳ボランティアの養成　　　【新規事業】
　　　　a.コミュニティ通訳養成講座（中国語）

　　　　　時　期　　平成22年5月～6月

　　　　　開催地　　松江市

　　　　　対象者　　外国人住民とその支援者（20人）

　　　　　内　容　　講義・ロールプレイほか

　　　　b.ボランティア登録説明会

　　　　　時　期　　平成22年7月
　　　　　開催地　　松江市

　　　　　対象者　　講座修了者
　　　　c.コミュニティ電話通訳講座　　

　　　　　時　期　　平成23年1月
　　　　　開催地　　松江市（予定）

　　　　　対象者　　コミュニティ通訳登録者ほか（20人）

　　　　　内　容　　電話通訳の基本、電話通訳時の留意点ほか

　　イ　多言語情報の発信

　　　外国人住民による多言語での情報提供のできる環境を整えると共に外国
　　人住民に必要な情報の充実を図る。
（ア）携帯電話向け多言語メールマガジン「ifms.jp」の配信

（情報収集提供事業で掲載）

（イ）住民参加型多言語Webサイト「TanoShimane（たのしまね）」の運用
　ウ　外国人住民への相談業務　《受託事業・県》
　　　「外国人住民の相談日」を設け、相談員による各種相談対応の体制を整える。必要に応じて情報を提供したり、専門機関の紹介等を行う。

　　　　言　語　　英語、中国語、タガログ語（各言語　週1回4時間程度）
　　　　方　法　　電話または来所
　　エ　日本語教室の運営支援　《受託事業・県》
　県内日本語教室の開設状況とアクセス等を多言語で表記したＭＡＰを

作成し、教室情報を提供することにより学習者と教室をつなげる。
　　（ア）日本語教室マップの作成

　　　　　内　容　　教室の開催日時、交通アクセス、連絡先等

　　　　　言　語　　英語、中国語、タガログ語、ポルトガル語

　　　　　部　数　　1,500部

　　（イ）日本語マップの配布
　　　　　時　期　　６月ごろ（予定）

　　　　　配布先　　市町村外国人登録窓口、入国管理局等々
（２）　多文化共生地域づくり事業　　　　　　　　　　予算額　８１６千円

　　外国人住民が積極的に社会参加できる環境を整える。地域住民との情報
　交換や交流の場をつくり、外国人住民の視点にたった課題や異文化に触れ
　る機会等により、「多文化共生」について県民の理解を深めていく。
　　ア　多文化共生出前研修

（ア）多文化共生研修会の開催

　　　　　多文化共生の地域づくりに関するテーマ毎に、事例発表や研修会を
　　　　開催する。

　　　　　時　期　　未定

　　　　　開催地　　県内2ヶ所程度

　　　　　対象者　　自治体職員、関心のある県民一般、外国人住民

（イ）アンテナサロンの開催

　　　外国人住民と日本人住民が気軽に参加し、交流や情報交換できる

　　場を提供する
　　　時　期　　未定

　　　開催地　　県内2ヶ所程度

　　　テーマ　　「風習・文化」「就職」｢子育て｣「災害時対応」「福祉」「教育」等々
イ　多文化共生支援相談窓口　
総務省が策定した「多文化共生推進プラン」に基づき、自治体や企業、地域での多文化共生社会の実現に向けた取り組みへの相談窓口を持つ。

（３）　ボランティア活動推進事業　　　　　　　　予算額　４，０４２千円

「気づき」から「行動」へつなぐ講座を実施する。あわせて、関連する
情報や参加できる場を提供し、個人や団体の課題解決に向け積極的な支援
を行う。

　　　関係団体・機関等との協働を推進し、ボランティア活動の活性化と定着
　　を図る。

多文化共生ボランティア支援事業《受託事業・県》を含む

ア　ボランティアの募集・登録・更新
　　（登録者数・平成22年1月末 / 21年度）

　　　　・ホームステイホームビジット受入ボランティア（ 78名 /  73名）

　　　　・日本語ボランティア　　　　　　　　　　　　（ 99名 /  98名）

　　　　・語学ボランティア　　　　　　　　　　　　（ 162名 / 140名）

　　　　・多文化紹介ボランティア　　　　　　　　　 （ 29名 /  31名）

　　　　・子どもサポーター　　　　　　　　　　　　  （79名 /  80名）

　　　　・コミュニティ通訳ボランティア　　　　　　 （ 37名 /  43名）

イ　ボランティア活動の機会提供と相談・活動支援
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ウ　ボランティア実践講座の開催

　　（ア）「ちょっとボランティア」講座（入門者向け）
　　　　a 地域の国際交流等ボランティア活動説明会　　　《県・新規事業》
　　　　　　地域のボランティア活動をPRし、参加者の興味・理解を深め、

　　　　　活動参加への促進を図る

　　　　　　時　期　　未定　多文化共生研修会との併催を検討

　　　　　　開催地　　県内3ヵ所
　　　　b 地域のボランティア養成研修　入門編　　　《県・新規事業》
　　　　　　特にスキルが求められる活動について養成研修を行い、ボラン

　　　　　ティアの能力向上を図る

　　　　　　時　期　　上記a説明会終了後の適期

　　　　　　開催地　　県内3ヵ所（2回）

　　　　　　内　容　　日本語・語学等
　　　　c しまね日本語ボランティア養成研修（西部）　　　【新規事業】
　　　　　　県西部地域の日本語ボランティア養成のため、初めての長期の
　　　　　日本語研修を開催する

　　　　　　時　期　　平成22年10月～平成23年1月

　　　　　　開催地　　浜田市
　　　　　　内　容　　全12回、50時間

　　　　　　　　　　　入門編（30時間）、実習編（10時間）

　　　　　　　　　　　実践編（10時間）、フォローアップ編（10時間）
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　　（イ）「ほっとボランティア」講座（活動者向け）
　　　　a 地域のボランティア養成研修　初・中級編（2回）　　　
《県・新規事業》
　　　　　　一定レベルの経験者を対象とし、地域における研修講師が可能

　　　　　となる人材を養成する

　　　　　　時　期　　未定

　　　　　　開催地　　県内2ヵ所（2回）
　　　　　　内　容　　日本語
　　　　b 災害時サポーター養成研修　　　《県・新規事業》
　　　　　　平成20年度に実施した外国人住民を対象とした「防災研修会・

　　　　　防災訓練」のフォロー事業として、外国人住民等を対象とした

　　　　　「避難所宿泊訓練」を実施し、併せて災害時サポーターを養成

　　　　　する。（松江市との共同事業）

　　　　　　時　期　　平成22年8月（予定）

　　　　　　開催地　　松江市

　　　　　　内　容　　サポーターに関する事前、実地及び事後研修並びに

　　　　　　　　　　　避難所宿泊訓練
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　　（ウ）「もっとボランティア」講座（リーダー対象）
　　　　　　既存の勉強会等に設定
４　一般旅券発給補助事業　　　　　　　　　
（１）一般旅券発給補助事業　　　　　　　　　　　予算額　２２８千円
一般旅券発給に係る補助業務を行う。

５　総務管理事業　　　　　　　　　　　　
（１）　総務管理事業　　　　　　　　　　　　　予算額　１０，００８千円
ア　財団の運営に関する業務並びに諸機関・団体との連絡調整等
（ア）　理事会・経営委員会　　　　　　　　各年3回　　会場　松江市
（イ）　地域国際化協会連絡協議会総会　　　　年１回　　会場　東京都

（ウ）　中国・四国地域国際化協会連絡会議　　年１回　　会場　島根県
（エ）　地域国際化協会職員国内研修　　　　　年2回　　会場　東京都

６　特別会計

（１）　しまね国際研修館運営事業　　　　　　　　予算額　７，１５９千円
　　「しまね日本語支援協会」との協働により日本語研修を実施する。宿泊

　研修施設「しまね国際研修館」の管理・運営を行う。

　　　ア受託研修

　　　　　受託団体　　　　　　9団体　　　　　　　　　　　42人
　　　イ自主事業　

　　　　　ALT の日本語研修　　2講座（新規／2・3年目）　　25人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　67人

　

（２）　海外渡航支援事業　　　　　　　　　　　予算額　７１，５１２千円
　　　旅券申請に必要な証明写真の撮影や収入印紙、県証紙等を販売する。

　　　　利用者　　7,316人延（平成21年度程度を見込む。）
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